　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	福井県共同募金助成基準
１．助成対象と区分
福井県共同募金会（以下「本会という」）の共同募金の助成は、広域的（全県的な）事業を支援する広域助成と、市町ごとの区域で活動する地域助成、並びに歳末たすけあい助成に区分して行うものとする。
（1）広域助成対象事業
　　　　　広域助成対象事業は、次のとおりとする。
① 広域福祉活動支援事業　（公募）
地域福祉を目的とする活動を行う団体で、活動域が市町の区域を越えて行われる福祉団体（ボランティア・NPO）を支援する。
助成額の上限を１事業５０万円とする。
② 先駆的・開拓的活動支援事業　（公募）
活動域が市町の区域であっても、ある程度まとまった支援（事業総額５０万円以上）が必要な先駆的、開拓的な福祉活動を支援する。
助成額の上限を１事業５０万円とする。
ただし、支援については、当該活動区域の共同募金委員会の意見書を必要とする。
③ 施設整備事業 （公募）
第一種・第二種社会福祉施設や更生保護施設及び小規模無認可施設等の事業総額が５０万円以上の施設整備で、特に本会が認めた施設とする。
ただし、市町区域のみの利用者を対象とする施設については、当該活動域の共同募金委員会の意見書を必要とする。
助成額は整備費の７５％とし、上限を２００万円とする。
④ 地域福祉支援事業
地域助成では対応できない緊急な課題や県内全域的な視野で対応しなければならない地域福祉活動等を支援する。
⑤ 災害等準備金
災害救助法が適用された大規模災害のボランティア活動に対する支援を行う。
社会福祉法第１１８条の規定により、災害救助法第２条に規定する災害発生等で定める特別の事情がある場合に備えた準備金の積立と、法定積み上げ期限の過ぎた積立額の取崩し助成を行う。
⑥ 災害見舞金 
火災・自然災害等の罹災者に対する見舞金。
⑦ 共同募金運動推進費 
本会は県内での募金運動推進に要する経費として、各種研修費等の事業に係る事業費並びに本会運営費や運動基本資材費（本運動に必要なポスター、チラシ、羽根、領収書、依頼状・礼状印刷など運動の基礎となる資材）、中央共同募金会への分担金等。
（2）地域助成対象事業
地域助成対象事業は、共同募金推進計画として各市町の共同募金委員会で作成し本会が必要に応じて指導、調整することとする。
① 地域福祉推進事業
地域福祉活動計画等に基づき、市町社会福祉協議会等が行う地域福祉活動費。
② 小地域福祉活動事業
　　　地域福祉活動計画等に基づいて行われる、地区社協や自治会等の小地域での福祉推進のための活動費。
③ 市町域福祉活動支援事業　（公募等）
　地域福祉を目的として、市町の活動区域で草の根的に活動する福祉団体やボランティア団体などの活動費。
④　共同募金委員会運動推進費
市町共同募金委員会の運営に必要な経費として、当該市町の前年度募金実績額の
１０％の範囲内で地域助成計画に組み入れる事ができる。
２．実施時期
　　　　平成２１年４月より実施する。



